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第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

（１）～（４） （略） 

（５） 届出に係る加算等の算定の開始時期 

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）については、適正な

支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業者に対する周知期間を確保する観点から、届

出が毎月 15 日以前になされた場合には翌月から、16 日以降になされた場合には翌々月から、算定

を開始するものとすること。 

ただし、平成 30 年４月から算定を開始する加算等の届出については、前記にかかわらず、同年

４月１日以前になされていれば足りるものとする。 

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に

係る部分に限る。）に関する事項 

１ 通則 

（１）  算定上における端数処理について 

① 単位数算定の際の端数処理 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算

に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つま

り、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 

ただし、特別地域加算等の支給限度額管理対象外となる加算や事業所と同一建物の利用者

又はこれ以外の同一建物利用者20人以上にサービスを行う場合の減算を算定する場合につい

ては、対象となる単位数の合計に当該加減算の割合を乗じて、当該加減算の単位数を算定す

ることとする。 

（例１）訪問介護（身体介護中心 30 分以上１時間未満で 394 単位） 

・夜間又は早朝にサービスを行う場合、所定単位数の 25％を加算 

394×1.25＝492.5→493 単位 

・この事業所が特定事業所加算（Ⅳ）を算定している場合、所定単位数の５％を加算 

493×1.05＝517.65→518 単位 

＊394×1.25×1.05＝517.125 として四捨五入するのではない。 

（例２）訪問介護（身体介護中心 30 分以上１時間未満で 394 単位） 

・月に６回サービスを行い、特別地域加算の対象となる場合、対象となる単位数の合計に

15％を加算 

394×６回＝2,364 単位 

2,364×0.15＝354.6→355 単位 

② 金額換算の際の端数処理 

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数について

第１ 届出手続の運用 

１ 届出の受理 

（１）～（４） （略） 

（５） 届出に係る加算等の算定の開始時期 

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）については、適正な

支給限度額管理のため、利用者や居宅介護支援事業者に対する周知期間を確保する観点から、届

出が毎月 15 日以前になされた場合には翌月から、16 日以降になされた場合には翌々月から、算定

を開始するものとすること。 

ただし、平成 27 年４月から算定を開始する加算等の届出については、前記にかかわらず、同年

４月１日以前になされていれば足りるものとする。 

第２ 居宅サービス単位数表（訪問介護費から通所リハビリテーション費まで及び福祉用具貸与費に

係る部分に限る。）に関する事項 

１ 通則 

（１） 算定上における端数処理について 

① 単位数算定の際の端数処理 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗ずる計算

に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこととする。つま

り、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 

 

 

 

 

（例）訪問介護（身体介護中心 30 分以上１時間未満で 388 単位） 

・事業所と同一の建物に居住する利用者にサービスを行う場合、所定単位数の 90％を算定 

388×0.9＝349.2→349 単位 

・この事業所が特定事業所加算（Ⅰ）を算定している場合、所定単位数の 20％を加算 

349×1.2＝418.8→419 単位 

＊388×0.9×1.2＝419.04 として四捨五入するのではない。 

 

 

 

 

 

② 金額換算の際の端数処理 

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数について

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 
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は「切り捨て」とする。 

（例）前記①の事例（例１）で、このサービスを月に８回提供した場合（地域区分は１級地） 

518 単位×８回＝4,144 単位 

4,144 単位×11.40 円／単位＝47,241.60 円→47,241 円 

なお、サービスコードについては、介護職員処遇改善加算を除く加算等を加えた一体型

の合成コードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数

値）である。 

（２） （略） 

（３） 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について 

介護老人保健施設、介護療養型医療施設若しくは介護医療院の退所（退院）日又は短期入所

療養介護のサービス終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪問リハビリテーショ

ン費、居宅療養管理指導費及び通所リハビリテーション費は算定できない。訪問介護等の福祉

系サービスは別に算定できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリ

テーションを行えることから、退所（退院）日に通所介護サービスを機械的に組み込むといっ

た居宅サービス計画は適正でない。 

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービスは別に 0

算定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み

込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設、経過的介護療養型医療施設若しくは介

護医療院の試行的退所を行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定

できない。 

（４） 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。ただし、訪問介

護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利用す

る場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のた

めに必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数

が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助をする場合に、適切なアセスメント（利

用者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれてい

る環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活

を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。以下同じ。）

を通じて、利用者の心身の状況や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要

であると判断され、30分以上１時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指定

訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用した場合、訪問介護については 394 単位、

訪問看護については 816 単位がそれぞれ算定されることとなる。 

（５） 複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用した場合の取扱い

は「切り捨て」とする。 

（例）前記①の事例で、このサービスを月に６回提供した場合（地域区分は１級地） 

419 単位×６回＝2,514 単位 

2,514 単位×11.40 円／単位＝28,659.60 円→28,659 円 

なお、サービスコードについては、介護職員処遇改善加算を除く加算等を加えた一体型

の合成コードとして作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数

値）である。 

（２） （略） 

（３） 施設入所日及び退所日等における居宅サービスの算定について 

介護老人保健施設及び介護療養型医療施設の退所（退院）日又は短期入所療養介護のサービ

ス終了日（退所・退院日）については、訪問看護費、訪問リハビリテーション費、居宅療養管

理指導費及び通所リハビリテーション費は算定できない。訪問介護等の福祉系サービスは別に

算定できるが、施設サービスや短期入所サービスでも、機能訓練やリハビリテーションを行え

ることから、退所（退院）日に通所介護サービスを機械的に組み込むといった居宅サービス計

画は適正でない。 

また、入所（入院）当日であっても当該入所（入院）前に利用する訪問通所サービスは別に

算定できる。ただし、入所（入院）前に通所介護又は通所リハビリテーションを機械的に組み

込むといった居宅サービス計画は適正でない。 

また、施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介護療養型医療施設の試

行的退所を行っている場合には、外泊時又は試行的退所時に居宅サービスは算定できない。  

 

（４） 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。ただし、訪問介

護と訪問看護、又は訪問介護と訪問リハビリテーションを、同一利用者が同一時間帯に利用す

る場合は、利用者の心身の状況や介護の内容に応じて、同一時間帯に利用することが介護のた

めに必要があると認められる場合に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数

が算定される。例えば、家庭の浴槽で全身入浴の介助をする場合に、適切なアセスメント（利

用者について、その有する能力、既に提供を受けている指定居宅サービス等のその置かれてい

る環境等の評価を通じて利用者が現に抱える問題点を明らかにし、利用者が自立した日常生活

を営むことができるように支援する上で解決すべき課題を把握することをいう。以下同じ。）

を通じて、利用者の心身の状況や介護の内容から同一時間帯に訪問看護を利用することが必要

であると判断され、30分以上１時間未満の訪問介護（身体介護中心の場合）と訪問看護（指定

訪問看護ステーションの場合）を同一時間帯に利用した場合、訪問介護については 388 単位、

訪問看護については 814 単位がそれぞれ算定されることとなる。 

（５） 複数の要介護者がいる世帯において同一時間帯に訪問サービスを利用した場合の取扱い

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 
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について 

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置づける。例えば、要介護

高齢者夫婦のみの世帯に 100 分間訪問し、夫に 50 分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に

50 分の訪問介護（身体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ 394 単位ずつ算定さ

れる。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分けることとする。 

（６）・（７） （略） 

２ 訪問介護費 

（１）・（２） （略） 

（３） １回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取扱い 

１回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行う必要がある場合は、居

宅サービス計画や訪問介護計画の作成に当たって、適切なアセスメントにより、あらかじめ具

体的なサービス内容を「身体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間に基

づき、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定することとする。なお、身体介護中心

型の単位数に生活援助が 20 分以上で 66 単位、45 分以上で 132 単位、70 分以上で 198 単位を加

算する方式となるが、１回の訪問介護の全体時間のうち「身体介護」及び「生活援助」の所要

時間に基づき判断するため、実際のサービスの提供は身体介護中心型の後に引き続き生活援助

中心型を行う場合に限らず、例えば、生活援助の後に引き続き身体介護を行ってもよい。 

（例）寝たきりの利用者の体位変換を行いながら、ベッドを整え、体を支えながら水差しで水

分補給を行い、安楽な姿勢をとってもらった後、居室の掃除を行う場合。 

〔具体的な取扱い〕 「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に以下のい

ずれかの組み合わせを算定 

・ 身体介護中心型 20分以上 30分未満（248 単位）＋生活援助加算 45 分（132 単位） 

・ 身体介護中心型 30分以上１時間未満（394 単位）＋生活援助加算 20 分（66単位） 

なお、20分未満の身体介護に引き続き生活援助を行う場合は、引き続 き行われる生活

援助の単位数の加算を行うことはできない（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く。）。 

（４） 訪問介護の所要時間 

①・② （略） 

③ 指定訪問介護事業者は、訪問介護員等に、指定訪問介護を実際に行った時間を記録させる

とともに、当該時間が①により算出された指定訪問介護を行うのに要する標準的な時間に比

べ著しく短時間となっている状態が続く場合には、サービス提供責任者に、介護支援専門員

と調整の上、訪問介護計画の見直しを行わせるものとする。具体的には、介護報酬の算定に

当たっての時間区分を下回る状態（例えば、身体介護中心型において、標準的な時間は 45分、

実績は 20分の場合）が１カ月以上継続する等、常態化している場合等が該当する。 

④～⑦ （略） 

（５）～（９） （略） 

について 

それぞれに標準的な所要時間を見込んで居宅サービス計画上に位置づける。例えば、要介護

高齢者夫婦のみの世帯に 100 分間訪問し、夫に 50 分の訪問介護（身体介護中心の場合）、妻に

50 分の訪問介護（身体介護中心の場合）を提供した場合、夫、妻それぞれ 388 単位ずつ算定さ

れる。ただし、生活援助については、要介護者間で適宜所要時間を振り分けることとする。 

（６）・（７） （略） 

２ 訪問介護費 

（１）・（２） （略） 

（３） １回の訪問介護において身体介護及び生活援助が混在する場合の取扱い 

１回の訪問において身体介護及び生活援助が混在する訪問介護を行う必要がある場合は、居

宅サービス計画や訪問介護計画の作成に当たって、適切なアセスメントにより、あらかじめ具

体的なサービス内容を「身体介護」と「生活援助」に区分してそれに要する標準的な時間に基

づき、「身体介護」と「生活援助」を組み合わせて算定することとする。なお、身体介護中心

型の単位数に生活援助が 20 分以上で 67 単位、45 分以上で 134 単位、70 分以上で 201 単位を加

算する方式となるが、１回の訪問介護の全体時間のうち「身体介護」及び「生活援助」の所要

時間に基づき判断するため、実際のサービスの提供は身体介護中心型の後に引き続き生活援助

中心型を行う場合に限らず、例えば、生活援助の後に引き続き身体介護を行ってもよい。 

（例）寝たきりの利用者の体位変換を行いながら、ベッドを整え、体を支えながら水差しで水

分補給を行い、安楽な姿勢をとってもらった後、居室の掃除を行う場合。 

〔具体的な取扱い〕 「身体介護」に該当する行為がどの程度含まれるかを基準に以下のい

ずれかの組み合わせを算定 

・ 身体介護中心型 20分以上 30分未満（245 単位）＋生活援助加算 45 分（134 単位） 

・ 身体介護中心型 30分以上１時間未満（388 単位）＋生活援助加算 20 分（67単位） 

なお、20分未満の身体介護に引き続き生活援助を行う場合は、引き続 き行われる生活

援助の単位数の加算を行うことはできない（緊急時訪問介護加算を算定する場合を除く。）。 

（４） 訪問介護の所要時間 

①・② （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

③～⑥ （略） 

（５）～（９） （略） 

○ 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に

要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 12 年３月１日老企第 36 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）（抄） 

傍線の部分は改正部分 


